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○ 河川用ゲート設備を有する河川管理施設は、堰、水門、樋門・樋管、閘門に分類される。

別紙１-１ ゲート設備を有する河川管理施設の分類

１

堰 水門 樋門・樋管 閘門

イ
メ
ー
ジ

概
要

• 河川を横断して設けら
れる施設

• ゲートの操作により水位
又は流量の調節機能を
有する

• 河川や水路を横断し
て設けられる制御施
設

• 河川や水路の合流
地点の堤体に設け
られた管路

• 水位（水面の高さ）
が違う川を船がス
ムーズに行き来でき
るように、設けられ
た施設

主
な
役
割

• 流水の制御
• 取水
• 塩水の遡上防止

• 支川への逆流防止
• 支川や水路への逆

流防止
• 本川からの取水

• 船の航行
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別紙１-２ 河川用ゲート設備の主要構成

①扉体 ②戸当たり ③開閉装置 ④操作制御設備

水閘門設備の主要構成

操作制御設備
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別紙１-３ 堰の概要

大河津可動堰（新潟県燕市）

・水系：信濃川水系大河津分水
・目的：分水及び洪水調節
・門数：６門（制水ゲート：２門、調節ゲート：４門）
・形式：鋼製シェル構造ラジアルゲート
・水門の大きさ（１門）：

幅37.95ｍ×高6.75ｍ（調節4.2m）
・水門の重さ（１門）：制水ゲート：

制水：２６８ｔ、調節２９９ｔ
・開閉方式：油圧シリンダー方式
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大河津可動堰の役割

別紙１-４ 堰の概要

出典：信濃川大河津資料館ホームページ
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岩淵水門（東京都北区志茂）

・水系：荒川水系荒川
・目的：隅田川への洪水流入防止
・門数：３門
・形式：鋼製ローラゲート
・水門の大きさ（１門）：幅２０ｍ×高さ１６ｍ
・水門の重さ（１門）：約２１４トン
・開閉方式：ワイヤロープウインチ式

（１モーター１ドラム）

市田川水門（和歌山県新宮市）

・水系：新宮川水系熊野川
・目的：高潮対策、洪水流入防止
・門数：２門
・形式：鋼製ローラゲート
・水門の大きさ（１門）：幅１３ｍ×高さ８．２ｍ
・水門の重さ（１門）：約６０トン
・開閉方式：ワイヤロープウインチ式

（１モーター２ドラム）

別紙１-５ 水門の概要



6出典：荒川下流河川事務所ホームページ

別紙１-６ 水門の概要



別紙１-７ 樋門・樋管の概要

・形式：フラップゲート
・水門の大きさ（１門）：

幅1.0ｍ×高さ1.0ｍ
・水門の重さ（１門）：

約0.14トン

・形式：スライドゲート
・水門の大きさ（１門）：

幅1.1ｍ×高さ1.1ｍ
・水門の重さ（１門）：

約0.265トン

・形式：ローラゲート
・水門の大きさ（２門）：

幅4.0ｍ×高さ6.0ｍ
・水門の重さ（１門）：

約9.8トン

写真

7
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荒川ロックゲート（東京都江戸川区小松川）

・水系：荒川水系荒川
・目的：船舶の航行
・門数：２門（前扉、後扉）
・形式：鋼製ローラゲート
・水門の大きさ：前扉 幅１４ｍ×高さ１１ｍ

後扉 幅１４ｍ×高さ７．６ｍ
・水門の重さ ：前扉 約１２７トン

後扉 約 ５２トン
・開閉方式：ワイヤーロープウインチ式

（１モーター２ドラム）

小森野閘門（福岡県久留米市）

・水系：筑後川水系筑後川
・目的：船舶の航行
・門数：２門（上流側、下流側）
・形式：上流側 ステンレス製ライジングセクタゲート

下流側 ステンレス製マイターゲート
・水門の大きさ： 上流側 幅１０ｍ×高さ４.１ｍ

下流側 幅１０ｍ×高さ４.１ｍ
・水門の重さ ： 上流側 約３７トン

下流側 約４４トン
・開閉方式 ： 上流側 油圧モータ式

下流側 油圧シリンダ式

上流側

下流側

別紙１-８ 閘門の概要



9出典：荒川下流河川事務所ホームページ

別紙１-９ 閘門の概要



別紙１-１０ 「開けるべきゲート」、「閉めるべきゲート」

開けるべきゲート

閉めるべきゲート

【平常時】 開 【洪水時】 閉

10

【洪水時】 開【平常時】 閉



別紙２-１ 水門等施設の整備状況（国管理施設）

○現在、国が管理する水門等の施設数は８，８５８施設あるが、そのほとんどが「水門」又は「樋門・樋管」施設であ
る。（全施設の約９９％）
○国管理の施設数は九州地方が最も多く、全体の約１／３（２，８１１施設）を占めており、遠賀川水系が全国の国管
理区間で最も水門等施設の多い水系となっている。（７７４施設）

■国管理施設（N=8,858）

地　域 水　系 施設数

九　州 遠賀川 774

北海道 石狩川 742

関　東 利根川 513

東　北 最上川 357

九　州 筑後川 312

中　国 江の川 302

九　州 松浦川 249

東　北 阿武隈川 237

北海道 天塩川 220

中　国 太田川 219

■水系別施設数一覧（上位10水系）

※令和２年３月末時点 国土交通省調べ
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○都道府県では、国管理施設の２倍以上の施設（１９，４９２施設）を管理している。
○国管理施設と同様に、そのほとんどが「水門」又は「樋門・樋管」施設で、全施設の約９９％を占める。
○都道府県毎の施設数では、北海道が特に多く、全数の約３割（５，２９１施設）を有している。

別紙２-２ 水門等施設の整備状況（都道府県管理施設）

※令和２年３月末時点 国土交通省調べ

■都道府県管理施設（N=19,492）
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○高度経済成長に伴い、昭和４０年代から全国規模で水門等の施設の整備が促進。
○現在、５割近くの施設が設置後４０年を経過しており、１０年後には約７割、２０年後には９割近くに達する。

別紙３ 水門等の施設数の推移

■施設数の推移

※令和２年３月末時点 国土交通省調べ 13



別紙４ 扉体面積別 施設数（国管理施設）

○施設数の大半を占める「樋門・樋管」施設では、全数の９割以上が扉体面積１０㎡未満の小型ゲートとなっている。
○「可動堰」や「水門」では、扉体面積５０㎡以上の大型ゲートが大多数を占めている。

【凡 例】

■ゲート扉体面積別 施設数（施設種別毎）

「樋門・樋管」施設
９割以上が10㎡未満

・施設数：7,698施設
・割 合：91.7％

※令和２年３月末時点 国土交通省調べ
14
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ゲート設備の建設市場

○ゲート設備の建設市場は、２００１年に約８００億円あったものが、２０２０年には約３２０億円に半減。
○平成12年当時20社あったゲート設備を製作・据付する主要メーカは、統廃合により平成30年には8社と20年

間で6割の減少。

約８００億円

約３２０億円

対象：ゲート設備工事（新設・更新・修繕）
国土交通省調べ（ダム用ゲート設備を含む）

別紙５ ゲート設備の建設市場、担い手企業の減少

20年間で約6割減

20社

８社

年別ゲート製作・据付主要メーカ数
（社数）



別紙６ 技術者の減少・高齢化
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○民間のゲート事業従事技術者数、国土交通省の機械工学を専攻した職員数は、いずれも40歳代、50歳代が
多く、30歳代以下が急激に減少する人員構成となっており、10～20年後には、経験を積んだ技術者数が大きく
減少すると想定。

○河川機械設備を良好な状態に維持していくためには、効率的、効果的な点検整備や新技術の開発・導入を進
めていく必要。

○経験を積んだ技術者のノウハウ、技術力を伝承・発展させられる技術者の育成や、AI等を活用した省力化・省
人化等を図る検討が必要。

技術力の確保、人材育成の仕組み作り、企業を発展させるための仕組み作りの検討が急務

ゲート事業従事技術者数 国土交通省機械系（建設）職員

10年後は50～60歳が
ピークになると予想

（一社）ダム・堰施設技術協会 提供

河川機械設備事業
従事者の年齢構成

(人）
(人）

国土交通省調べ



○直近10年で修繕、更新等維持管理にかかる予算は人件費等の上昇で、毎年増加傾向にある。
（平成２４年度基準で約２９％増）

○機械設備の維持管理にかかる予算は、約２３０億円前後で推移。

【凡 例】

■予算総額

■（内）機械設備関係

別紙７-１ 修繕、更新等維持管理にかかる予算推移

17

横ばい



別紙７-２ 現状の点検整備

■点検の区分

■点検の内容

年点検 月点検

開閉操作の機能及び安全の確認のため、
放流・取水等の運転・操作開始時の障害の有無、運転・操
作中及び終了時の異常の有無や変化等の状況確認・動作確
認を行う

運転時点検 臨時点検は、地震、出水、落雷、津波、そ
の他の要因により、施設・設備・機器に何らかの異常が発生
した恐れがある場合に速やかに行う

臨時点検

○河川用ゲート設備を常に良好な状態に維持し、正常な機能を確保することを目的として、点検等を実施
している。

（月点検の人工）
大型水門（３門分）[専門技術者による点検] ５人×１日 （機械４人、電気１人） 約５００千円
小型水門（１門分）[操作員による点検] ２人×０.５日 （操作員２人） 約 ２０千円

（年点検の人工）
大型水門（３門分）[専門技術者による点検] ７人×４日 （機械６人、電気１人） 約２,６００千円
小型水門（１門分）[専門技術者による点検] ４人×０.４日（機械４人） 約 １００千円

設備の信頼性の確保と機能の保全を図ることを目的とし
て専門技術者により、年１回、適切な時期に実施

設備各部の異常の有無や、障害発生の状況の把握並び
に各部の機能確認等を目的に、原則として定期的に毎月
1 回適切な時期に実施

18



別紙７-３ 現状の保全方式

故障の発生を未然に防止するた
めに実施する保全をいう。

予防保全

事後保全

〇保全方式は、予防保全（定期的な整備および劣化兆候を監視する等）と事後保全（緊急保全および通
常事後保全）の中で的確に使い分けを実施。

（例）予防保全（状態監視保全）

故障の発生を未然に防止するために実施する保全をいう。

故障した設備、装置、機器、部品の機能を復旧するため
の保全をいう。

保全による経年と性能・機能の関係

JISZ8115による分類

○従前の保全方式の考え方

的確に使い分け

設備は保全実施で長い年月にわたっ
て運用される。いずれ整備に限界が
生じ、設備の更新を検討する時期を
迎える。

保全限界

19



○ゲート等河川管理施設を操作する操作員は高齢化が進行。
○少子高齢化の進展により、河川管理施設の増加を踏まえると、今後の操作員確保が課題。

別紙８-１ 操作員の実態

20

ゲート操作員の年齢構成

６０歳以上の割合が約５割から約６割に増え、高齢化が進行。

3%

10%

13%

21%30%

20%

3% 0%

H21年度

２９歳以下

３０～３９歳

４０～４９歳

５０～５９歳

６０～６９歳

７０～７９歳

８０～８９歳

９０歳以上

3%

9%

12%

17%

34%

21%

4% 0%

H27年度

70～79歳

60～69歳

70～79歳

60～69歳

80～89歳

約５割 約６割

80～89歳



別紙８-２ 操作員の仕事
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■情報把握
台風または、集中豪雨などの悪天候気象時およびその恐れのある時は、所管の事務所などの連絡や
ラジオ・テレビ・新聞などの気象情報に気を配り、気象状態を把握するとともに、交通状況を考慮し早め
に出かけるように心掛ける。

■準備待機
自分の役割を認識し、服装を整え、心の準備をして連絡を待つ。以下のものを準備する。
① 雨ガッパ ② 懐中電灯 ③ ゴム長靴 ④ 携帯電話等の連絡用器具 など

■状況確認・操作
施設に着いたら内水位・外水位を確認し、操作開始時刻を想定する。緊急連絡系統、操作員の任務分
担を確認し、施設周辺を点検し、操作に入る。

川表（ゲート周辺）

管理橋

川裏周辺

開閉装置、操作盤



別紙９-１ 河川用ゲート設備の故障データ

○装置別の故障割合では、開閉装置の故障が約７割を占める。
○故障件数（Ｎ＝７０）のうち、直ちにゲート設備の機能を損失する（開閉操作不能となる）故障は３割程度。

■装置別 故障件数の割合

部　　位 機器・部品
故障報告
件　数

機能損失
件　数

扉体 構造体 ゴム袋体 6 3
ローラ部 主ローラ・軸・軸受 2 1
シーブ部 シーブ・軸・軸受 2 2

戸当り 埋設部 側部戸当り 1
開閉装置 ワイヤロープ 動力部 主電動機 2

ウインチ式 動力伝達部 切替装置 1 1
扉体駆動部 ワイヤロープ 5 3

ドラム 1
その他 4 3

保護装置 リミットスイッチ 1
開度計 開度計 1

ラック式 動力部 電動機 2
内燃機関（エンジン） 2
手動装置 1

制動部 遠心ブレーキ 2
その他 1

減速装置 減速機 1
切替装置 7 1

扉体駆動部 ラック棒 4 4
保護装置 過負荷防止機構 3

制限開閉器 1
リミットスイッチ 1

スピンドル式 動力部 電動機 1
保護装置 リミットスイッチ 1

油圧シリンダ式 油圧シリンダ その他 1
油圧ユニット 圧力制御弁 1

逆止弁 1
圧力スイッチ 1

油圧配管 フレキ 3 3
制御機器（機側操作盤） 制御回路 リレー類 2

ＰＬＣ 2
動力回路 開閉器類 3

その他（付属設備等） 3
計 70 21

装　　置

故障件数

Ｎ＝７０

■装置別 故障件数（詳細：部位，機器・部品別）

ラック式開閉装置
ラック棒 吊金具の破断

油圧シリンダ式開閉装置
油圧配管 フレキの破損（漏油）

■機能損失する故障の例

※通常の点検等で復旧対応した軽微なものを除く。
平成元年度～令和２年度(1989年～2020年) 国土交通省調べ
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Ａ堰（昭和３２年設置 （故障発生当時）設置後５０年経過）
○ Ａ堰は洪水時以外は塩水遡上防止を目的とし、ゲートは閉鎖しており、常に塩水がゲート内部に流入する構造に

なっており、劣化が進行すれば板圧が不足し開閉時にゲートが応力に耐えきれず、変形や操作不能になる可能性が
あった。

○ 平成１９年洪水において、ボルトの腐食により２号ゲートの開操作が不能となる事態が発生し、緊急修繕を実施。
○ その後、ゲート設備を更新する際にゲート形式の見直しと部材の耐腐食性を向上する構造など、故障事例を設計に

反映させ更新を実施。

別紙９-２ 河川用ゲート設備 近年の故障と対応事例（１）

23

【原因】アンカーチェーン緊締装置固定ボルトが腐食したことにより緊締装置が離脱
平成19年台風9号時の堰中央2号ゲートの

操作不能状況

アンカーチェーン（閉時用）

アンカーチェーン
（開時用）

アンカーチェーン緊締装置
ボルトは普段没水している



Ｂ堰（昭和５１年設置 （故障発生当時）設置後４４年経過 異常部品は１９年経過）
○ Ｂ堰は、洪水の流下に必要な河積の確保・塩害防止および臨海工業地帯に工業用水の供給する多目的堰。平常時、ゲート

は全閉であり、洪水時等放流が必要な場合は開操作。
○ 令和２年７月、放流のため５号ゲートの開閉操作を実施。その後、５号ゲート右岸ワイヤロープが損傷する事態が発生。
○ 原因究明後、速やかに５号ゲート左右岸ワイヤロープの更新を実施。
○ 故障を踏まえ、点検方法の見直しを実施。

別紙９-２ 河川ゲート施設 近年の故障と対応事例（２）

状況写真（令和元年９月１６日 下流側から撮影）

滑車周辺のワイヤロー
プは普段見えない

故障箇所

故障箇所

ワイヤーロープの腐食による素線の

減肉によりワイヤロープを構成する素線
が切れ、散乱

1号2号3号4号5号6号7号8号9号10号

P6 P5

故障箇所 5号ゲート
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論点１ ゲート操作の自動化・遠隔化 整備状況

○遠隔化のためのハード整備は、約１６％の施設で操作又は監視が可能となっている。
○全数の約１６％でフラップゲートを採用しており、自動化（無動力化）されている。
○特に小規模なゲート設備（扉体面積：２㎡未満）に自動化（無動力化）されたものが多く、それ以上の規模のゲート
設備で遠隔操作・監視設備が導入されている。

■遠隔化・無動力化の整備状況（水門，樋門・樋管） 【凡 例】

●扉体面積別 遠隔化施設数（Ｎ＝1,411）

●扉体面積別 自動化（無動力化）施設数（Ｎ＝1,376）

２㎡以上：約８割

２㎡未満：約７割

遠隔化 計
16.2%

※令和２年３月末時点 国土交通省調べ
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論点１ ゲート設備の遠隔化

機械設備の遠隔監視・操作装置 広域監視画面

樋管監視画面 ＣＣＴＶによる安全確認 樋管操作画面 （運転操作画面）

遠隔監視操作システム構成（河川事務所・出張所への設置事例）
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論点３ 危機管理対策（洪水時の基本的な操作（開けるべきゲート））

27
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論点３ 危機管理対策（洪水時の基本的な操作（閉めるべきゲート））



論点４ 新たな技術の導入

（施設設計の見直し）
○施設の新設にあたっては、気候変動による外力の増大を考慮して設計を行う必要があるが、堰、大規模
な水門などの耐用期間の長い施設については、必要に応じて、更なる気温上昇にも備えた設計の工夫を
行うことによって、気候変動により目標とする外力が増加した場合等でも容易かつ安価に改造すること
を可能とすることも考えられる。

また、2℃上昇に至る前に耐用期間を迎えるポンプ等の施設については、その施設の耐用期間経過
時点の気候変動の影響を考慮して設計をすることが望ましい。

令和２年７月「気象変動を踏まえた水災害対策のあり方について 答申」より

出典：社会資本整備審議会 河川分科会 第3 回気候変動を踏まえた水害対策検討小委員会（R2.3.17）資料
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論点５ 地方自治体への支援

○河川管理施設のうち、自治体管理が国管理の約２倍となっている。

○地方自治体では多くの機械設備を管理しているが、技術系職員が少なく、維持管理体制に課題がある。

【国、自治体の河川管理施設の内訳】
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※施設数等は令和２年３月３１日時点（河川環境課調べ）

国管理の施設数は約１万施設（３１％）あり、自治体管理は約２.２万施設（６９％）と約２倍となっている。


